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ブランドロイヤルティが低い，あるいは関与
度の高い商品に対しGRPの係数がマイナス
となる傾向があることがわかる。即ち，ブラ
ンドロイヤルティが高い商品あるいは関与度
の低い商品については，広告量増加によって
消費者層の価格感度は増す，つまり消費者層
は広告量増加によって，価格に一層敏感にな
ることがわかる。逆にブランドロイヤルティ
が低い商品あるいは関与度の高い商品につい
ては広告量増加によって消費者層は価格を気
にしなくなるのである。
　以上より，検定の対象となった前述の仮説
2～4に関し，step　2の係数が信頼できると
いう前提をおいてだが，仮説3のみが検証さ
れた。仮説2に関しては，前半部分，つまり
広告量増加が消費者層の価格感度に与える効
果に有意な影響を及ぼすという部分は検証さ
れたが，ブランドロイヤルティの高い商品に
関しては，仮説とは逆に広告量増加が消費者
層の価格感度を高めるという結果がでて，仮
説のこの部分は検証しえなかった。こうなる
場合として考えられるのは次の3つである。
　（i）分析結果が正しい場合
　仮説のたてかたが間違っていることにな
る。第3章の図1で考えるとわかりやすいの
だが，広告量増加によって消費者層の価格感
度が増減するのはprice－sensitive　groupと
non－prlce－sensltlve　groupの割合によるもの
である。分析結果のようになるとすれば，高
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ブランドロイヤル商品の場合には
　B／（A十B）〉（B’十D）／（A’十B’十C十D）
となり低ブランドロイヤル商品の場合には不
等号の向きが逆になるわけである。この理由
としては以下のように考えられる。高ブラン
ドロイヤル商品の場合，Aの層が少なく，ほ
とんどBの層しかいないことも考えられる。
つまり極端な場合，既存購買層に関し広告量
の増加によるAからB’への変化はおこらない
ことになる。また新規購買層については高ブ
ランドロイヤル商品の場合，ブランドネーム
が広く知られているためCの層がかなり容易
にふくらむことも考えられる。従って，全体
の割合として
　B／（A十B）〉（B’十D）／（A’十B’十C十D）
　となる可能性がある。低ブランドロイヤル
商品の場合は，Aの割合が高いため，極端な
時はBはなくAのみである場合，広告量の増
加でAからB’へ移行することにより，既存購
買層に関しては，non・price－sensitive層の割
合が増えることになる。新規購買層に関して
は，ブランドネームの知名度が低いため，広
告量が増加しても消費者層の想起セットの中
にすらはいらぬ場合があり，極端な場合は
C，Dが存在すらしない可能性もある。故に
全体として広告量の増加により，non－pri㏄一
sensitive層の割合が大きくなり，
　B／（A十B）＜（B’十D）／（A’十Bt十C十D）
となる可能性がある。
㈹　ブランドPイヤルティの尺度に問題が
消費者層の価格感度に対するTV広告の効果（上田）
　　ある場合
　注⑬で述べているようにブランドロイヤル
ティの尺度として消費者の主使用銘柄の順位
をとりあげたが，これは完全にブランド商品
のマーケットシェアを表すものではないが，
真のブランドロイヤルティの尺度といえるか
どうかの問題もある。もしブランドロイヤル
ティの尺度になりえないとすれば，別次元の
問題となろう。
　㈹　前提としたGRP係数の信頼性に問題
　　がある場合
　もしGRPの係数が全く信頼できないもの
であるとすれば，step　3以降の分析は意味を
持たないものとなる。
　以上のような理由から分析の結果は説明さ
れる。
　仮説4の検定に関しては有意となりえず，
広告内容のi㎡ormative，　non－informativeの
別が影響を与えているとは言えなかった。
（5）　経営者のための含意
　この研究の対象となった商品は成熟型商品
であり，これらは特売依存型の性格をもつ商
品である。即ち，値引きによってしか販売数
量をのばしにくい商品なのである。それ故，
経営者は同じ値引きを実施するにしても効果
的な値引きをおこなう方法を検討する必要が
ある。あくまでもGRPの係数が信頼できる
ものという前提をおいてだが，上記の分析結
果により，経営者は商品についてのTV広告
と値引きについてのタイミングを知ることが
できる。具体的にはブランドロイヤルティの
高い商品あるいは消費者の関与度の低い商品
について広告量の増加によって値引き効果は
大きくなる。それ故，広告量を増大させる時
には値引きを連動させる。逆に，ブランドロ
イヤルティの低い商品あるいは関与度の高い
商品の場合は広告量の増加によって値引き効
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果は低くなるので，広告量を増大させる時と
値引きとは別のタイミングで実施してゆくの
が有利である。但し，残念なことにブランド
Pイヤルティと関与度の組み合わせ効果は，
対象アイテム数不足のため求めることができ
なかった。これについては，今後の分析課題
である。
　このようにして経営者は投資効果の低い値
引きを抑制することができ，投資効果の高い
TV広告及び値引きによる販売を行いうるで
あろう。
6．結論一分析の限界と今後の方向一
　この研究においては広告量の増加が消費老
層の価格感度に与える効果に商品属性や広告
内容が影響を与えるかどうかを検定し，また
それらが価格感度の増減のどちらの方にきい
ているのかを検討することにより，上記のよ
うな結果を得るに至った。これらは経営者が
TV広告量の増大と値引きとのタイミングを
決定するのに有用な分析であるという点で評
価できよう。しかしながら，今回の研究の限
界としては，主として次の点があげられる。
　（1）第4章のstep　2の〈2＞式において自由
　　度の不足により消費者層の価格弾力性に
　　対するGRPの効果の信頼性に問題が生
　　じたこと。
　（2）当初考えていた以上に商品の価格変化
　　が少なく，分析対象として扱う商品数が
　　少なくなり，商品属性の交互作用をもと
　　められず，また結果を一般化しにくくな
　　ったこと。
　（3）限界（2）と多少オーバーラップするが，
　　対象アイテムが成熟型商品に限られ，新
　　製品や成長型商品を対象として扱えなか
　　ったこと。
　（4）この用いたPOSデータは1店舗のみ
　　のデータであるために代表性の問題が生
　　じること。r
　これらの限界はPOSシステムデータの蓄
積期間が長くなり，また多店舗にわたり研究
されてゆくにつれて克服されていくであろ
う。しかしながら，そうなれぽ量的に個人研究
の範囲を超えるものになると思われるため，
今後の方向としてはある程度システム化し，
自動的に結果が出力されることが望ましい。
また，今後は自由度不足のためいれなかった
GRPやTGRPのラグの効果をとることや
step　3～4の説明変数として他の商品属性や
広告内容を検討していくことが興味深い今後
の課題となるであろう。
　（注）
1）文献4，p。151
2）文献5，P．507
3）文献4，p・　151，文献5，　pp・　507－8
4）文献5，　p・507
5）文献17，p・312－3
6）文献3，p．179
7）文献16，P．21
8）　同　上
9）文献15
10）文献7，pp．　51－52。14の評価基準をもうけ，
　1つの基準でも含んでいればinformativeとし
　ている。
11）文献8，pp．135－46
12）INViに関する消費者アソケートを以下にあ
　げておく。
　お忙しいところを申し訳ございませんが，次
のアンケートにご協力下さい。このアンケート
は「消費者層の価格感度に対するTV広告の効
果」の研究にのみもちいるもので，決してご迷
惑をおかけすることはございませんので何卒よ
ろしくお願いします。
　〔以下に並ぺてある（1）から⑫の商品のそれぞ
れに関し，もしあなたが普段最もよく用いてい
るブランド商品（例えぽインスタンFコーヒー
ではネスカフェゴールドブレンドとか）がなか
った場合あなたはどうしますか。次にあげる答
の1～5，もしくはXのうちから1つ選び，各
商品の後の（）の中に書ぎ込んで下さい。〕
1．　もともと特定のブランド商品を決めておら
　ず，ブランド商品群の中から全くこだわらず
　に買う。
2．あまりこだわらずに，残りのブランド商品
　群から少し検討したあとで買う。
3．ある程度こだわり，残りのブランド商品群
　から検討したあとで買う。
4．　かなりこだわり，残りのブランド商品群か
　ら丹念に比較検討したあとで買う。
5．あくまでこだわり，他の店へ捜しに行くか
　その店で目的の商品がはいるまで買わない。
X．　その類の商品ははじめから買わない。
ω
②
㈹
ω
㈲
⑥
⑦
⑧
⑨
⑳
インスタソトコーヒー　（　　　　）
コーヒー用ミルク：液体タイブ　（　）
コーヒー用ミルク：粉末タイプ　（　）
マヨネーズ　（　　　　　　　　　　）
パター　（　　　）
マーガリン　（　　　　　　　　　　）
乳酸飲料　（　　　　　　　　　）
ヨーグルト　（　　　　　 　　　　）
袋入りラーメン　（
ケチャップ　（　　　　　　　　　　）
洗濯洗剤　（　　　　　　　　　）
食器洗剤　（　　　　　　　　　）
）
どうもご協力有難うございました。
　上記のアンケートは簡易サソプルとしての主婦
を対象になされ，合計96人分が回収された。こ
のうち，無効となった7人分を除き89人分が利
用可能であった。
　INFiに関しては次のような質問となる。“広告
の内容はinformative広告とイメージ広告（non－
informative）とにわかれますが次のビデオにとっ
た広告を見て，それがあなたに商品の価格，品
質，性能（効能），原材料，入手しやすさ，風味，
栄養，安全性というような情報を強調したinfor・
mative広告～全くinformativeではないイメージ
広告のどれにあたるかを答えて下さい。
1
9
飼
9
り
4
r
O
（かなりinformative）
（ややinformative）
（どちらでもない）
（ややイメージ広告である）
（かなりイメージ広告である）
消費者層の価格感度に対するTV広告の効果（上田）
　またはわからない。”
　ただし，このINFiに関しては，きわめて時間
を必要とし．消費者サンプルに解答を求めるのは
限界があるため，筆者とアシスタントの2人でお
こない3以下，3以上で一致したもののみを採用
することにした。
13）　文献18，ACRの商品分類に従って，「わか
らない」「その他」の2項目を除いた主使用銘柄
のトップ3を高ブランドロイヤル商品とする。但
し，トップブランドがそれだけで消費者サソプル
の50％以上を占めている場合には単独で圧倒的
に強いため，2位，3位とは全く強さが異なると
考えられるため，トヅプブランドのみを高ブラソ
ドロイヤル商品とする調整を行う。これに該当す
るものは，第5章の実証研究において，ケチャッ
プとマヨネーズの2カテゴリーだけであった。
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　〔尚POSデータに関しては㈱電通のご厚意によ
り，またGRPその他データに関してはビデオ・
リサーチのご厚意により利用させて頂いた。特に
電通の土井弘氏，ビデオ・リサーチの八木滋氏に
は多くのご助言を頂き，ここで感謝を申し上げた
いo
　また本研究は第3回日本マーケテaング協会の
助成を受けてなされたものである。ここに研究の
機会を与えて下さった協会の援助に対して深く感
謝の意を表する次第である。〕
